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	項目番号
	保障
対象
	拠出
元
	依拠の法規

	１
	証券会社
	営業保証金
	証券取引法55条：
（営業保証金）
証券会社は会社設立登記後、主管機関の規定に基づき、営業保証金を積み立てなければならない。
証券会社の特許業務で発生した債務の債権者は、前項の営業保証金に対して、優先的に完済を受ける権利を有する。

	２
	証券会社
	商取引決算基金
	１、証券取引法第153条：
（交付義務不履行時の処置）
証券取引所の会員または証券ディーラー、証券自己運用者が証券取引所市場で証券を売買し、売買の一方が交付義務を不履行した場合、証券取引所はその他会員または証券ディーラーまたは証券自己運用者に代替交付を指定する。これにより発生の金額差額及び一切の費用について、証券取引所はまず商取引決算基金を代償とする。不足がある場合、証券取引所が代わって支払いを行い、不履行の一方に対して均しく賠償を請求する。
２、証券取引法第154条：
（賠償準備金及び優先賠償権）
証券取引所は、その証券取引手数料を賠償準備金として積み立てなければならず、前条規定の支払いに備えることとする。その積み立て方法、積み立て比率、積み立て停止の条件及びその保管、運用方法は、主管機関の命令によって定める。
有価証券集中取引市場の売買で発生する債権は、第108条及び第132条の商取引結算基金において優先賠償の権利を有し、その順序は下記の通りとする。
一、証券取引所。　
二、委託人。
三、証券ディーラー、証券自己運用者。
商取引結算基金を清算しない場合、その未清算部分については、本法第55条第2項の規定に基づき、賠償する。

	３
	投資家
	保護基金
	証券投資者及び先物取引者保護法第21条：
証券投資家及び先物取引者が下記の状況にある場合、保護機構は保護基金を用いて支払うものとする。
一、証券投資家が委託の証券会社が財務困難により清算能力を失い、違約した時に、証券取引市場で有価証券を売買し、商取引義務がすでに完成している場合、または委託の当該証券会社が購入（販売）認証権利証の発行者に対して約束履行を請求し、納付すべき代金または有価証券の受渡がすでに完了しており、且つ得るべき有価証券または代金が未取得の場合。
二、先物取引者が委託の先物取引企業が財務困難により清算能力を失い、違約した時に、先物取引市場で先物取引に従事し、且つ得るべき保証金、権利利金、及び先物取引決算機構の決算完了後に得る利益が未取得の場合。
保護基金は前項規定に基づき、各証券投資者または先物取引者の支払い金額上限、各証券会社または先物取引企業の全体証券投資者または先物取引者の支払い総額上限、支払い手順及び支払い方法は、主管機関が定める。
保護機構は第一項の規定に基づき支払いを行った後、その支払い限度内で証券投資者または先物取引者の違約証券会社または先物取引企業に対する権利を受け取る。
第34条から第36条の規定は、保護機構が前項規定に基づき権利を受け取り、且つ違約証券会社または先物取引企業への訴訟提起、上訴または保全手続要求、手続執行の際に用いる。

	４
	銀行
	預金保険
	預金保険条例第28条：
保証受理機構が主管機関または農業金融中央主管機関の命を受け営業を停止する場合、預金保証会社は、下記の方式に基づき、保険責任を履行する。
一、営業停止の保証受理機構の帳簿記録及び預金者が提出の預金残高証明に基づき、賠償金額を現金、送金、振込またはその他の拠出方式で支払う。
二、その他の保証受理機構と相談し、営業停止の保証受理機構の預金者に対して、賠償金額に相当する預金を設立し、そこから代わって支付う。
三、その他の保証受理機構または金融持株会社が資金、ローン取り扱い、預金、その発行の順次債券の保証または購入を提供し、その買収合併または当該営業停止保護機構の全部または部分の営業、資産及び負債の請け負いを催促する。
預金保証会社が前項第二款または第三款で必要なコストを見積もる場合、第一項の賠償の予想損失より少なくなるものとする。但し、信用秩序及び金融安定に対して著しく危険が及んだ場合や、預金保証会社が主管機関へ報告し、財政部及び中央銀行の同意を経て行政院が認可した場合は、その限りではない。
預金保証会社が前項但書の規定事項を執り行い、一般金融保険賠償金特別準備金または農業金融保険賠償金特別準備金が不足した場合、それぞれ一般金融保証受理機構及び農業金融保証受理機構から特別保険費を受け取ることができる。特別保険費費率及び受け取り期間は、預金保証会社が策定し、主管機関に報告して許可を得るものとする。
預金保証会社の第一項に基づく各項規定の保険責任の作業手続履行は、預金保証会社が策定し、主管機関に報告して許可を得るものとする。
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